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地域に責任を持つために保健師に必要な資質 

～最初の一歩は、地域を見る力～ 

 

立命館大学衣笠総合研究機構 

地域健康社会学プロジェクト 

早川岳人 

 

厚生労働省健康局「保健師活動指針の活用に係る事例の収集に関する有識者会議」委員 

厚生労働省老健局「地域づくりによる介護予防推進事業」福島県・京都府アドバイザー 

日本看護協会「データヘルス計画推進事業」検討委員 

 

１．地域における保健師の保健活動に関する指針 

 

地域における保健師の保健活動に関する指針 平成 25年 4月 
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保健師の保健活動の基本的な方向性 

１．地域診断に基づく PDCAサイクルの実施 

地区活動や統計情報等に基づき、住民の健康状態や生活環境の実態を把握し、地域におい

て取り組むべき健康課題を明らかにすることにより健康課題の優先度を判断。PDCA サイク

ルに基づく地域保健関連施策の展開及び評価。 

２．個別課題から地域課題への視点及び活動の展開 

個々の住民の健康問題の把握にとどまらず、集団に共通する地域の健康課題や地域保健関

連施策を総合的に捉える視点を持った活動の実施。健康課題の解決に向けて住民や組織同

士をつなぎ、住民の主体的な行動の促進。 

３．予防的介入の重視 

生活習慣病等の疾病の発症・重症化予防を徹底することで、要医療や要介護状態になるこ

との防止。虐待などに関連する潜在的な健康問題を予見して、住民に対する必要な情報の

提供や早期介入等。 

４．地区活動に立脚した活動の強化 

訪問指導、健康相談、健康教育、地区組織等の育成等を通じて積極的に地域に出向き、地

区活動により、住民の生活の実態や健康問題の背景にある要因の把握。地区活動を通じて

ソ シャルキャピタルの醸成を図り、それらを活用して住民と協働し、住民の自助及び共助

を支援し主体的かつ継続的な健康づくりの推進。 

５．地区担当制の推進 

分野横断的に担当地区 を決めて保健活動を行う地区担当制等の体制の下、住民、世帯及び

地域全体の健康 課題を把握 し、世帯や地域の健康課題に横断的・包括的に関わり、地域

の実情に応じた必要な支援をコーディネー卜するなど、担当する地区に責任をもった保健

活動の推進。 

６．地域特性に応じた健康なまちづくりの推進 

ソーシャルキャピタルを醸成し、学校や企業等の関係機関との幅広い連携を図りつつ、社

会環境の改善に取り組 むなど、地域特性に応じた健康なまちづくりの推進。 

 

７．部署横断的な保健活動の連携及び協働 

保健師相互の連携を図るとともに、他職種の職員、関係機関、住民等と連携 ・協働した保

健活動の実施。必要に応じて部門や部署を越えて課題等を共有し、健康課題の解決に向け

て共に検討するなど、部署横断的な連携・協働。 

 

８．地域のケアシステムの構築 

保健、医療、福祉、介護等の各種サービスの総合的な調整及び不足 しているサービスの開

発等地域のケアシス テムの構築。 
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９．各種保健医療福祉計画の策定及び実施 

住民、関係者、関係機関等と協働した各種保健医療福祉計画の策定 。それらの計画が適切

かつ効果的に実施されるよう各種保健医療福祉計画の進行管理・評価の関係者・関係機関

等と協働した実施。 

 

10．人材育成 

主体的に自己啓発に努め、最新の保健、医療、福祉、介護等に関する知識及び技術の習得。

連携、調整や行政運営に関する能力及び保健 、医療、福祉及び介護の人材育成に関する能

力の習得。 

 

 

２．PDCAサイクルをまわす 

 

日本看護協会 

データヘルス計画推進事業 

（厚労省先駆的保健活動交流推進事業）の資料から 
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30万中核市データヘルス計画の分析結果から 

～国民健康保険・後期高齢者医療保険・生活保護３点分析～ 

 

 データヘルス分析から、国民健康保険（～74 歳）、後期高齢者医療広域連合（75 歳～）、

生活保護の各群の一人当たりの平均医療費を比較したところ、生活保護群が一番高く、次

に後期高齢者医療広域連合であった。また、喫煙率や肥満度（BMI）別にみても、生活保護

群が他の 2 群と比較しても肥満者の割合が高く、喫煙者の割合も高かった。肥満度は国民

健康保険群、後期高齢者医療広域連合群とも違いはなかった。喫煙者の割合は後期高齢者

医療広域連合群が他の群よりも低かった。 

 生活保護群の肥満度、喫煙、重複受診、頻回受診、重複服薬が高い状況であった。 

 

30万中核市データヘルス計画の分析結果から 

～疾病有病率の地区分析（マッピング）・認知症の事例から～ 

 

 疾病有病率や医療費などをマッピングすると地域によっての違いや特徴が一目で表すこ

とができる。別添資料↓ 

Prevalence of Metabolic Syndrome and Its Components among Japanese Workers 

by Clustered Business Category  

Tomoo Hidaka, Takehito Hayakawa, Takeyasu Kakamu, Tomohiro Kumagai, 

Yuhei Hiruta, Junko Hata, Masayoshi Tsuji, Tetsuhito Fukushima  

Research Article | published 15 Apr 2016 PLOS ONE  

 

３．分析の攻め方 

 

１．ライフステージ別 

① 子どもから 

学校検診データから小学校区別によって特徴があるか？ 

⇒Ｄ地区に肥満児が多い 

 

特定検診データから 4小学校地区に分けるとこんな特性も…。（一部紹介） 

 

 

 

 

 

A地区⇒ 高尿酸血症の医療費が 4小学校のうち最も多い 

B地区⇒ メタボ予防軍割合が 4小学校のうち最も多い 

C地区⇒ 脳出血一人当たりの費用が 4小学校のうち最も多い 

D地区⇒ 腹囲基準値超・メタボ割合が 4小学校のうち最も多い 

http://journals.plos.org/plosone/article?id=10.1371/journal.pone.0153368
http://journals.plos.org/plosone/article?id=10.1371/journal.pone.0153368
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② 高齢者から 

A町の現状 

 

 

 

２．組織横断的な体制の整備 

 

⇒連携・協働の道筋をつくる 

・基本的に健康課、保険医療課、分散配置の保健師と連携（情報共有・健康課題抽出 

・実現可能で費用対効果の高い事業の検証等） 

・町内資源の掘り起こしと連携・協働の可能性を探りに外へ 

・健康福祉部内事務職も交えたワークショップ 

・健康福祉部課長会議でのプレゼン 

その後、校長会、商工会、行政報告会（町長はじめ幹部）へのプレゼン等 

【見えてきた健康課題】 

・メタボ該当率県ワースト４位 

・腹囲基準超県ワースト 1位 

・高血圧・高血糖・脂質異常症といった危険因子を持つ人が多い 

・「生活習慣の改善意欲なし」と答える人が多い 

・医療費：心臓病・脳疾患・糖尿病が多い 

・D地区に健康課題が多い（腹囲・メタボが 4小学校区のうち最も多い） 

 

 

Ａ町の健康を守るには・・・ 

キャッチコピー： めざせ！！脱！『太っ腹な A町』 
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４．地域づくりによる介護予防事業から、 

住民運営の通いの場の立ち上げ・充実手引き（案） 

 

ステップⅠ：地域診断 

ステップⅡ：戦略策定 

ステップⅢ：モデルとなる住民運営の通いの場の

立ち上げ 

ステップⅣ：通いの場の本格育成・拡大 

ステップⅤ：リハビリ専門職等の活用 

 

 

ステップⅠ：地域診断 

＜地域診断＝地域を知る、地域とつながる＞ 

 

 

 

 

 

具体的な手法 

ステップⅡ：戦略策定 

＜戦略策定＞ 

具体的な手法 

 

 

 

 

 

ステップⅢ：モデルとなる住民運営の通いの場の立ち上げ 

 １ 既存データの整理 

 ２ 地域資源の整理（人、組織） 

 ３ 地域資源の整理（場所） 

 ４ 行政課題の整理 

具体的な手法 

①既存データ、地域資源及び行政課題を整理をしながら、自らの地域を知る。 

②整理した情報の中から、地域住民に地域の現状を知ってもらうために 

○ 手引きは、アドバイザーが共通

の視点を持って市町村担当者及び都

道府県担当者を支援出来るよう、ス

テップ毎にまとめるものである。 

○ 第１回及び第２回アドバイザー

合同会議の中で、内容について検討

する。 

 １ 住民への動機づけに関する戦略策定 

 ２ モデルとなる通いの場の立ち上げに関する戦略策定 

 ３ 通いの場の本格育成（いつ・どこに・何箇所程度を目標とするのか）に関する戦略策

定 

① 地域住民に対して地域の現状や、介護予防の必要性等をわかりやすく伝えられるように情

報をまとめる。 

② どのような方法（出前講座、マスコミ、広報等）で、住民を動機づけるか計画を立てる。 

③ステップⅠで整理した情報を基に、高齢者が容易に通える範囲に通いの場を充実させるに

は、いつ・どこに・何箇所程度通いの場を充実させていく必要があるのか計画を策定する。 
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ステップⅢ：モデルとなる住民運営の通いの場の立ち上げ 

 

 

 

 

 

具体的な手法 

 

ステップⅣ：通いの場の本格育成・拡大 

＜通いの場の本格育成・拡大＝住民の「やりたい！」を引き出し、待つ＞ 

 

 

 

 

 

 

具体的な手法 

 １ 通いの場の共通ルールの整理 

 ２ 立ち上げ支援 

 ３ 参加者の効果測定 

①行政が立ち上げ支援をする通いの場における、共通ルール（立ち上げ支援の回数、

名簿管理、定期的な体力測定等）を整理する。 

 

②参加者が体感した心身機能の改善等をデータとして収集する。 

○具体例 

・体力測定の値 

・主観的健康感 

・動画 等 

 １ 住民の動機づけ  

 ２ 立ち上げ支援 

 ３ １、２の繰り返し 

 ４ 継続支援 

①ステップⅡで整理した内容の他に、モデルで立ち上がった通いの場の参加者の変化等

の生の声も組み合わせて、住民の動機づけを行う。 

 

②立ち上がった通いの場が継続できるように支援する。 

○具体例 

・出前講座、体力測定（1回／年程度） 

・通いの場のリーダー同士の交流会 


